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名古屋本部の活動名古屋本部の活動名古屋本部の活動名古屋本部の活動名古屋本部の活動

20022002200220022002年年年年年 99999 月月月月月 1 51 51 51 51 5日日日日日 - 10- 10- 10- 10- 10月月月月月 2 72 72 72 72 7日日日日日　　　　　名古屋、名古屋、名古屋、名古屋、名古屋、奈良奈良奈良奈良奈良 ほかほかほかほかほか

　UNCRDは、1999年度から国際協力事

業団（JICA）と共催でチリ中央政府およ

び地方自治体職員を対象に、標記研修（全

5回）を行っている。チリでは、首都サン

ティアゴへの一極集中型の都市化傾向が

甚だしく、交通渋滞、大気汚染、ゴミ処理

などの問題だけでなく、都市の計画的管

理、行政組織間の調整など、管理・行政面

における問題点も顕著になっている。そ

こでこの研修では、チリにおいて山積し

ている都市問題の解決を目指し、これま

で都市問題に対処してきた日本の経験を

チリでの問題解決に活かすことが目的と

されている。

　中央・地方政府の中堅行政官ら計8名が

参加した今回の研修では、「都市開発と住

環境整備」をテーマに、日本の都市開発の

経験等を参考にしながら、チリの都市開

発において住環境に関する5つの基本理

念（安全性、保健性、利便性、快適性、持

続可能性）がいかに確保されうるかを検

奈良市での視察（説明する奈良市職員と研修員）

■研修生の感想■

地域開発国際研修コースフォローアップミッション地域開発国際研修コースフォローアップミッション地域開発国際研修コースフォローアップミッション地域開発国際研修コースフォローアップミッション地域開発国際研修コースフォローアップミッション
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　UNCRDが毎年行っている「地域開発国

際研修コース」をさらに充実したものとす

るため、第30回研修 (2002年春実施) に参

加した研修生の出身国の中からネパールと

スリランカを対象に、研修生の帰国後の研

修効果、研修中に作成したアクションプラ

ンの進捗状況、および更なる研修ニーズの

把握を目的に、現地調査を実施した。

　ネパールでは、世界遺産にも登録されて

いるパシュパティ地区（カトマンズ市）の開

発担当者トゥルバー氏を訪問した。同氏

は、文化遺産や伝統を守りつつ、そこに住

む人々の住環境を改善していくことに関し

て日本の事例から学ぶべき点が多かった、

と研修を振り返った。また、研修で作成し

た、文化遺産の保護を住民と共に進めてい

くためのアクションプランの実行に向け、

必要なデータベースの作成に取り組んで

いた。一方、スリランカでは、国家貧困軽

減プログラムを担当しているヘワビサラ

ナ氏を訪れた。同氏は、研修で学んだ人間

の安全保障の概念を、現在実施中のプロ

グラムに反映させる方法について検討中

であった。

　併せて、地域開発に携わる国の機関や

地方自治体等を訪問し、研修ニーズにつ

いての調査を行った。その結果、今後の研

修内容について、地域開発分野における

施策の立案・実施に向けたより実践的な

知識や技術、コミュニティレベルの環境・

防災管理、などの要望が出された。その

他、日本の事例だけでなく、途上国の事

例、特に研修修了生のアクションプラン

についても事例として取り上げて欲しい、

との声も聞かれた。

　UNCRDではこの調査結果を活用し、よ

り研修生のニーズに合った研修プログラ

ムの立案・実施を目指していく。また、今

後も研修修了生のアクションプランへの

技術支援を続けていく予定である。

パシュパティ地区開発信託公社を訪問

討した。

　研修生は、講義や現場視察、グループ演

習などを通じて、日本やアジアの住環境

整備への取り組み方を分析し、チリへの

適用可能性、対処手法等について議論を

行った。中でも、日本における市民参加に

よるプロジェクト等への取り組みは、チ

リでは新しい行政手法であり、その仕組

みを学びたいという要望が多く出された。

　研修では、講義の後、事例視察が行わ

れ、研修生は、理論と実践を両方学ぶこと

により、それぞれのテーマについてより

理解を深めることができた。各視察にお

いては、左記住環境に関する5つの理念を

念頭におきながら、東京都世田谷区の市

民参加型まちづくり、奈良市の景観整備

への取り組み、神戸市の都市災害対策、岐

阜県八幡町の地域資源を活用した開発戦

略などを現地調査した。

　研修の最後に、研修生は各自、住環境整

備のためのアクションプランを作成し、

「地域開発計画分析のための市民参加項目

の導入」「ケーブルカーと周辺住環境の改

善」等のプランが完成した。研修生は今

後、今回の研修で学んだことを活かして、

行政機関や市民に住環境改善の意識を啓

発していくと同時に、経済・文化・社会的

背景を踏まえながら住環境政策を検討し、

さらに市民による提案を政策に取り入れ

るための活動を展開していくことが期待

されている。

アレハンドラ・モンテロ氏
（チリ企画調整省地域局・投資分析官）

ミゲル・マルティネス氏
（レコレタ市役所・都市開発計画／政策担当）

都市管理の実態を直接見聞することが

できた現地視察では、早い段階からの

市民参加により成功したプロジェクト

が印象に残っている。特に奈良市と郡

上八幡（岐阜県）では、都市開発の振

興と文化保存を行政と住民が連携して

行っていた。チリにおいて、このよう

な政策を取り入れることが、今後の発

展へ繋がっていくと思う。

講義ではノウハウや概念を学び、それ

を現地視察で確認できた。また、事例

を研究することによって、達成された

成果だけでなく、事例間の類似点や相

違点を見出し、そこからも多くを学ぶ

ことができた。都市管理には良い計画

だけでなく、それを行う側の責任や能

力も必要であると実感した。
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　UNCRDは、ラオスの県・郡レベルの地

域振興担当者を対象とする研修プロジェ

クトの一環として、国際協力事業団

（JICA）の支援のもと、同国計画委員会

（CPC）と共催で標記研修ワークショップ

を実施した。この研修ワークショップは、

ラオス人の講師がラオス語による研修教

材を用いて実施している。2002年1月に

実施された第1回研修は、ラオス中部のタ

ラート市で開催されたが、ラオスの北部

地域に焦点をあてた今回の研修では、北

部にあるサヤブリ市で開催した。ラオス

の各地域のそれぞれの実状に応じた研修

ワークショップ

を企画・実施す

ることによっ

て、より効果的

な成果を得るこ

とを目標とした

ためである。研

修ワークショッ

プには、ラオス

北部の6州なら

びに国レベルの

関係機関から合

わせて 25 名の

中堅実務者が参

加した。

　研修ワークショップでは、 (1) 地域振興

を促進するための基本的な概念や戦略に

ついて理解を深めること、(2) 地域振興・

貧困削減のため、実践的な参加型計画づ

くりに必要な技法と知識を習得すること、

(3) 地域振興・貧困削減に関するプロジェ

クトの経験や情報を交換・共有すること、

などが主な目的とされた。相互学習型の

手法を取り入れたこの研修ワークショッ

プでは、講義や討論、現地視察、参加者に

グループ討論

講義の模様
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e -e -e -e -e -ワークショップワークショップワークショップワークショップワークショップ
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　ICTを活用した地域づくりに関する既存

の調査研究は、現在直面している問題や

制約、あるいは成功要因などについて詳

細に分析していない場合が多い。そこで

UNCRDは、2001年から実施しているプ

ロジェクト「情報通信技術（ICT）と人間

の安全保障」の一環として、「持続可能な

地域開発・貧困削減におけるICTの活用戦

略（Moving from Virtual to Real Benefits

in Local Development）」と題したe-ワー

クショップを実施した。

　このワークショップは、ICTを取り入れ

た地域づくりをさらに発展させるために

開催され、参加者が具体的な事例に基づ

いた議論を展開することによって、それ

ぞれが持つ経験や知恵を共有し、地域づ

くりにとって鍵となる重要ポイント、す

なわち様々な地域に当てはまる教訓を見

つけだすことが主な目的とされた。また

参加者間のネットワークの構築も目的の

ひとつとされた。

　e-ワークショップは、英語と日本語で実

施され、ICTを活用した地域づくりに関わ

る行政官、専門家、企業関係者など200名

を越える登録が行われた。e-ワークショッ

プの議論は、ICTの地域開発への活用分野

や論点に応じて、いくつかのフォーラム

に分けて進められた。英語版と日本語版

では異なり、英語版では、「政策的支援環

境」「低コスト技術」「財政メカニズム」

「サービスとコンテンツ提供」「市民と行政

のインターフェイス」「エンパワーメント

とソーシャル・キャピタルの育み」「バー

チャルとリアルの共生」という7つ

のフォーラムが開設された。一方、

日本語版では、「ICT促進の政策環

境」「適切な情報通信技術」「ICTに

よる地域開発の推進」「地域経済の

再生」「地域ガバナンス力の向上」

「地域コミュニティのソーシャル・

キャピタルを育む」「バーチャルな

世界と共生する社会」の7つのテー

マによる議論を行った。

　持続可能な地域開発や貧困撲滅を

目指す政策を支援するための ICT

活用の戦略、またその実践的な方策

および実施の仕組み、さらに地域開

発における ICT の潜在的な可能性

と影響、などについて、実際に地域

開発に ICT を活用して成功した例

などをもとに、活発な議論が行われ

た。その結果、参加者間で様々な知

識や情報、経験を共有することができただ

けでなく、新たに多くの重要な論点が提起

され、今後の課題も明らかとなった。　

　このワークショップは当初、1ヶ月間の

開催予定であったが、議論を振り返り、ま

たさらに議論を深めるため、2003年6月ま

で延長して実施する予定である。

コンピュータを使って情報を収集する村人
（2001年、調査に訪れたインド・ポンディシェリーの村にて）

よる発表、参加型計画手法を習得するた

めの計画演習が実施され、また参加者は

各自、アクションプランの作成を行った。

　今後参加者がこの研修ワークショップ

で習得した技法や知識を彼らの業務に活

かし、さらに研修中に作成したアクショ

ンプランが実現に向けて動き出すことが

期待されている。UNCRDは、CPCに対す

る研修の企画や実施に関する技術支援を

これからも続けていくつもりである。



■ 広報活動 ■

高島肇久氏による高島肇久氏による高島肇久氏による高島肇久氏による高島肇久氏による「「「「「最最最最最近近近近近ののののの国国国国国際際際際際情情情情情勢勢勢勢勢ととととと国国国国国連連連連連
　～国連広報センター所長のこの　～国連広報センター所長のこの　～国連広報センター所長のこの　～国連広報センター所長のこの　～国連広報センター所長のこの 22222 年間を振り返って～」年間を振り返って～」年間を振り返って～」年間を振り返って～」年間を振り返って～」

20022002200220022002年年年年年 77777 月月月月月 2 82 82 82 82 8日　名古屋日　名古屋日　名古屋日　名古屋日　名古屋

　UNCRDは、国連広報センター所長・高

島肇久氏（2002年8月から外務省外務報

道官に就任）を招き、標記タイトルによる

講演会を実施した。プログラムは、高島氏

による「講演」および「参加者との意見交

換会」で構成され、その後、UNCRD施設

見学が行われた。

　「講演」ではまず、NHKロンドン支局長

時代のサッチャー政権について、また、同

じくNHKにて「ニュース21」のアンカー

マンを務めていた際に勃発した湾岸戦争

時における、日本や外国政府の立場など

についてわかりやすく語った。その後、明

石康・元国連事務次長との対談に触れ、日

本は自国だけがよければ良い、という一

国主義ではなく、国際社会との共存を考

えなければならない、などと述べた。

　さらに、国連の役割も時代とともに変

化していることについて言及した。冷戦

時は、国と国との紛争を防ぐことが国連

の目的とされていたが、冷戦終了後は、部

族や宗教の対立による地域紛争、つまり

国内での紛争が増加しており、国連はそ

の防止のために機能しなければならない、

と述べた。また、極貧の（極めて貧しい状

況にある）人の数を減らすことを謳った

『国連ミレニアム宣言』について説明し、

紛争の根底に必ずある貧困問題への関心

を促した。さらに、「持続可能な開発に関

する世界首脳会議（ヨハネスブルグサ

ミット）」（2002年8月26日に南アフリ

カで開催）ではこの貧困問題（特にアフリ

カにおける）に焦点があてられ、この問題

への更なる取り組みがテーマとされてい

る点について強調した。

　最後に高島氏は、日本においても重要

視されているテーマ「人間の安全保障」に

ついて述べた。この「人間の安全保障」問

題に取り組むには、国連をはじめとした

国際機関や政府だけでなく、市民一人一

人が関わっていくことが必要であり、そ

のため国連とCivil Society（市民社会）と

の結びつきをどう深めていくかが今後の

課題である、と締めくくった。

　第2部に行われた「意見交換会」では、

高島氏および小野川和延・UNCRD所長が

セミナーの模様

高島氏による講演

UNCRDUNCRDUNCRDUNCRDUNCRDセミナーセミナーセミナーセミナーセミナー
「「「「「持持持持持続続続続続可可可可可能能能能能ななななな開開開開開発発発発発ににににに向向向向向けけけけけてててててのののののヨヨヨヨヨハハハハハネネネネネスススススブブブブブルルルルルグググググサササササミミミミミッッッッットトトトト～その意味するもの～その意味するもの～その意味するもの～その意味するもの～その意味するもの」」」」」

20022002200220022002年年年年年 1 01 01 01 01 0月月月月月 2 92 92 92 92 9日　名古屋日　名古屋日　名古屋日　名古屋日　名古屋

　UNCRDは、国連大学高等研究所客員研

究員・鈴木克徳氏が来訪する機会を捉え、

標記のUNCRDセミナーを開催した。同氏

は、2002年8月に行われたヨハネスブル

グ・サミットにおいて、各国政府の協議交

渉のとりまとめに当たった経験をもって

おり、今回のセミナーでは、このサミット

について講演した。具体的には、サミット

の概要や目的そして論点、総会や本会議の

構成、提案された実施計画、日本政府の今

後の取り組み方、などの項目についてわか

りやすく語った。

　講演後行われた質疑応答には、小野川和

延・UNCRD所長も加わり、活発な議論が

展開された。セミナーには、学生や一般市

民など約60名が参加した。

国際理解教育支援国際理解教育支援国際理解教育支援国際理解教育支援国際理解教育支援

プログラムプログラムプログラムプログラムプログラム

UNCRDは、地域の国際化促進を目指し、学

校の国際理解教育に協力するため、2002年

7月から12月には以下のような活動を行い

ました。

  7月10日 愛知県立千種高等学校1-3年生65名

  7月11日 名古屋市高年大学38名

  8月1日 愛知教育大学附属岡崎中学校2年生1名

  8月5日 常滑市立鬼崎中学校3年生2名

  8月5日 愛知県立五条高等学校1年生3名

  8月16日 常滑市立鬼崎中学校3年生3名

  8月23日 常滑市立鬼崎中学校3年生4名

 10月22日 犬山市立犬山中学校1年生4名

 10月24日 岩倉市立岩倉中学校1年生7名

 10月24日 一宮市立中部中学校2年生1名

 10月29日 中京大学2-4年生39名

  10月2日 名古屋市立杉村小学校5年生40名

  11月19日 愛知県立千種高等学校1-3年生45名

  11月20日 扶桑町立扶桑北中学校1年生35名

  12月3日 東海学園高等学校2年生42名

  12月11日 名古屋市立大宝小学校5年生79名

  12月14日 岩倉市立岩倉中学校1-3年生100名

受け入れプログラム　受け入れプログラム　受け入れプログラム　受け入れプログラム　受け入れプログラム　
（見学、現地学習、体験学習などを

  受け入れる。）

UNCRDにて講義を受ける千種高校生
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参加者からの質問

に答え、活発な意

見交換が行われた。

質問は、国連常任

理事国に関するも

の、国連旗に関す

るもの、世界銀行

に関するものなど、

多岐にわたったが、

両氏はそれぞれ丁

寧に回答した。

　講演会には予想

を上回る約100名

が参加し、国連と

国際情勢について

地域の人々と語り

合うことができた。

派遣プログラム　派遣プログラム　派遣プログラム　派遣プログラム　派遣プログラム　
（職員が学校などを訪問し、特別授

  業などを行う。）



国連セミナー国連セミナー国連セミナー国連セミナー国連セミナー「「「「「国国国国国際際際際際機機機機機関関関関関ででででで働働働働働くくくくくにににににははははは」」」」」 20022002200220022002年年年年年 1 11 11 11 11 1月月月月月 99999 日　名古屋日　名古屋日　名古屋日　名古屋日　名古屋

　国連をはじめ国際機関では、新卒者を

採用するという日本の制度とは異なり、

幅広い年齢層から様々な専門的知識・技

能を持った社会人を必要に応じて採用し

ている。そこでUNCRDは外務省国際機関

人事センターとともに、中日新聞社、（財）

名古屋国際センターと共催で、学生およ

び社会人を対象とした標記セミナーを開

催した。国際社会で求められる人材とは

何か、そのためにはどのような知識や技

能が必要か、などを明らかにすることを

通じて、国際社会で活躍することに興味

がある人々に具体的な情報を提供した。

個別相談

パネルディスカッション

質疑応答（参加者からパネリストへ質問）

　最初に「国際公務員になるには～人事

制度と採用システム」と題した講演が、外

務省国際機関人事センター所長・伊藤光

子氏によって行われ、国際公務員になる

ために必要な資格や実施される試験、お

よび採用されるまでの過程などについて

詳しく説明された。そして、永吉紀子・

UNCRD総務部長による「21世紀に国連

が求める人材とは」と題したガイダンス

が行われ、「パネルディスカッション」へ

と続いた。

　「パネルディスカッション」には、ユニ

セフ駐日代表プログラムコーディネー

ター・勝間靖氏をはじめ、WHOや

国際NGOのスタッフが参加した。

パネリストはそれぞれ、国際機関

や国際協力の仕事に携わるまでの

きっかけや方法、および現在行っ

ている仕事の内容などについて、

スライドを用いて発表し、参加者

に実際の経験に基づいた情報やア

ドバイスを述べた。その後、参加者

による質疑応答を含め、国際機関

で働くことについてのディスカッ

ションを行った。

　セミナーの最後には、「個別相談」が実

施され、伊藤氏およびパネリストがそれ

ぞれのブースにて、参加者の質問や相談

に応じた。このセミナーには、約220名の

学生や社会人が参加した。

防災計画兵庫事務所の活動防災計画兵庫事務所の活動防災計画兵庫事務所の活動防災計画兵庫事務所の活動防災計画兵庫事務所の活動

第第第第第 44444 回地震にまけない建物づくりのための研修回地震にまけない建物づくりのための研修回地震にまけない建物づくりのための研修回地震にまけない建物づくりのための研修回地震にまけない建物づくりのための研修
20022002200220022002年年年年年 88888 月月月月月 1 01 01 01 01 0日　ラダンプール日　ラダンプール日　ラダンプール日　ラダンプール日　ラダンプール（（（（（イイイイインンンンンドドドドド）））））

　2001年1月にインド・グジャラート州

で起きた地震の後、地震によって大きな

被害を受けた同州のパタン県パタンカ村

では、州政府やNGO の支援などにより

「パタンカ新しいくらしプロジェクト

（Patanka Navjivan Yojna : PNY）」とい

われる地域復興に向けての再建プログラ

ムが開始された。このプログラムを支援

している兵庫事務所は、地震防災フロン

ティアセンター（EdM）、グジャラート州

災害管理局（GSDMA）などと共同で、振

動台実験を中心とした標記研修コースを、

パタンカ村から約40km離れたところにあ

るラダンプール市で行った。

　振動台実験は、伝統的な工法を活用し

た耐震技術が地震に対し効果的であるこ

とを裏づけることが目的とされた。実験

は、実際の半分の大きさの家を計2棟、1

棟は従来通りの工法で、もう1棟は既存の

技術を活かした耐震補強で建設し、トラ

クターを使用して2棟に衝撃を与える、と

いう方法で行われた。実験の結果、10回

目の衝撃によって、従来の工法のみで建

築された家は崩れたが、もう一方の、耐震

補強をした家はわずかなひびが入っただ

けだった。実験の後、破壊の程度の違いや

原因について、参加者にわかりやすく説

明した。

　この実験には、住宅所有者、コミュニ

ティリーダー、大工、技術者、地方政府行

政官、NGOのスタッフ、地元の教授や生

徒など、約300名の人々が参加した。中で

も、再建活動に取り組んでいる地元の石

工など関係者は、実験の様子を注意深く

観察し、多くの質問を投げかけるなど、積

極的に参加した。

　今回の実験では、建物の耐震性による

地震の影響度の違いを理解し、また現地

の人々に伝統的な工法に対する自信を与

えることを目指した。今後も兵庫事務所

では、この耐震補強技術の効果や長期的

な持続性についての分析を行っていく。

→
右側：

耐震技術を取り入れて建設した家。

左側：

従来通りの工法で建設した家。

実験前 実験後
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コミュニティ主導による防災対策プロジェクトに関する神戸専門家会合コミュニティ主導による防災対策プロジェクトに関する神戸専門家会合コミュニティ主導による防災対策プロジェクトに関する神戸専門家会合コミュニティ主導による防災対策プロジェクトに関する神戸専門家会合コミュニティ主導による防災対策プロジェクトに関する神戸専門家会合
20022002200220022002年年年年年 1 11 11 11 11 1月月月月月 77777 日　神戸日　神戸日　神戸日　神戸日　神戸

　自然災害は世界のどこかで常に起きて

いるが、それらの災害後に行われる復興

対策は必ずしも持続性があるとは限らな

い。災害地におけるコミュニティおよび

人々がその復興計画・対策の実施に積極

的に参加していないことが原因のひとつ

であると言える。そこで兵庫事務所は、

2002年度からコミュニティ主導による防

災対策（CBDM）プロジェクトを開始し

た。このプロジェクトは、(1) コミュニティ

主導の活動が持続的

なものとなるような

仕組み（枠組み）を作

ること、(2)コミュニ

ティが自ら自主性を

もって取り組むよう

働きかけること、(3)

より多くの人々に復

興における主役とし

て政策決定過程に携

わってもらうよう関

心を促すこと、の3点

を目的としている。

バングラデシュ、カンボジア、インド、イ

ンドネシア、ネパール、フィリピンの6か

国での成功事例をケーススタディとして

調査し、その事例をコミュニティ主導に

よる防災計画・対策を実施するための指

針としてまとめる予定である。

　このプロジェクトの一環として、標記

会合が兵庫事務所にて行われた。これは、

阪神淡路大震災での経験を活かすことを

目的に、政府や大学、NGOなどの関係者

が結成した「神戸専門家グループ」による

ものである。

　会合では、プロジェクトの概要や目的

などが説明された後、専門家による意見

が述べられ、プロジェクト内容や今後の

進め方などについて話し合われた。第2回

会合は2003年1月末に開催し、ケースス

タディの結果を発表する予定である。会合の模様

中国国家地震局中国国家地震局中国国家地震局中国国家地震局中国国家地震局
　　　　　　　　　　　　　　　 代表団来日代表団来日代表団来日代表団来日代表団来日

20022002200220022002年年年年年 1 11 11 11 11 1月月月月月 1 61 61 61 61 6日日日日日 - 27- 27- 27- 27- 27日　日　日　日　日　
東京、東京、東京、東京、東京、神戸神戸神戸神戸神戸 ほかほかほかほかほか

講義を受ける代表団の一行

　日本での地震対策や地震予測に関し

て調査するため、中国国家地震局の調

査代表団が来日した。

　同局副局長をはじめ、政府関係者や

専門家、大学教授など計9名から成る

調査代表団は、UNCRD兵庫事務所ほ

か、内閣府、国土地理院、国土交通省、

気象庁、防災科学技術研究所、建築研

究所、静岡県庁、兵庫県災害対策セン

ター、アジア防災センター、野島断層

保存館、地震防災フロンティア研究セ

ンター、実大三次元震動破壊実験施設、

人と防災未来センターなど、関東や東

海、関西地域にある様々な機関を視察

訪問した。訪問先では関係者による発

表や講義を受け、意見や情報の交換な

どを積極的に行った。

　今後、代表団のそれぞれが、この視

察で学んだことを中国での地震対策に

反映させていくことが期待されている。

ACTAHEADACTAHEADACTAHEADACTAHEADACTAHEAD 国際ワークショップ国際ワークショップ国際ワークショップ国際ワークショップ国際ワークショップ
　　　　　　　　　　 ～コミュニティ主導による防災対策～～コミュニティ主導による防災対策～～コミュニティ主導による防災対策～～コミュニティ主導による防災対策～～コミュニティ主導による防災対策～

20022002200220022002年年年年年 1 21 21 21 21 2月月月月月 22222 日日日日日 - 4- 4- 4- 4- 4日　マネサール日　マネサール日　マネサール日　マネサール日　マネサール（（（（（イイイイインンンンンドドドドド）））））

　UNCRD兵庫事務所は、インドのNGO

団体であるSEEDS、およびドイツ開発協

力機関（FES）と共同で、インドの大都市

デリーから40kmほど離れたところにある

マネサール市で、標記ワークショップを

開催した。ワークショップには、国連など

の国際機関や国際協力機関の各事務局、

中央や州政府、NGO団体などから防災関

係者、また学者や専門家（建築家、技師、

都市計画者を含む）、そしてメディア関係

者など、計40名が参加した。

　ワークショップは、コミュニティ主導

による防災対策（CBDM）に関する統合さ

れた政策作りを行うことと、持続可能な

今後のCBDMの方向性について議論する

オープニングセッションの模様

ことが主な目的とされ、「潜在的能力の向

上と協力」「持続可能性と向上性」「政策の

統合」の3つをテーマに、本会議のほか、

それぞれのテーマに対応する3つのセッ

ションが行われた。

　国や州など様々なレベルにおける防災

対策の事例や、成功例の具体的な方法・手

段などが発表され、防災計画に対する一

般市民の意識の向上、および政府行政機

関や開発関係機関等からの政策面におけ

る支持の獲得なども重要な論点となった。

中でも「地域防災基金」に関しては参加者

から高く評価され、この基金について国

際的な指示を得るための専門家グループ

を結成することが提案された。

66666｜Highlights 2003 春



ラテンアメリカ事務所の活動ラテンアメリカ事務所の活動ラテンアメリカ事務所の活動ラテンアメリカ事務所の活動ラテンアメリカ事務所の活動

ボゴタボゴタボゴタボゴタボゴタ・・・・・クンディナマルカの総合的地域開発のためのクンディナマルカの総合的地域開発のためのクンディナマルカの総合的地域開発のためのクンディナマルカの総合的地域開発のためのクンディナマルカの総合的地域開発のための
能力育成ワークショップ能力育成ワークショップ能力育成ワークショップ能力育成ワークショップ能力育成ワークショップ 20022002200220022002年年年年年 88888 月月月月月 1 41 41 41 41 4日日日日日・・・・・1 51 51 51 51 5日　サンタフェボゴタ日　サンタフェボゴタ日　サンタフェボゴタ日　サンタフェボゴタ日　サンタフェボゴタ（（（（（コココココロロロロロンンンンンビビビビビアアアアア）））））

　UNCRDラテンアメリカ事務所は、「ボ

ゴタ・クンディナマルカの総合的地域開

発のための能力育成」プロジェクトの一

環として、標記ワークショップを開催し

た。これは、これまで提案・準備してきた

共同実施計画に関して再確認することが

主な目的

とされ、約

100 名の

政府関係

者および、

7 つの大

学関係機

関から代

表者らが

参加した。

　ワークショップでは参加者は、7つのグ

ループに分かれ、「住居とコミュニティ施

設」「公共サービス」「環境」など、それぞ

れ異なるテーマについてディスカッショ

ンを行った。その後、グループで話し合わ

れた計約170の計画を同プロジェクトの

実施計画に沿うよう分類し、5つの「戦略

的」構造計画と6つの「行動的」構造計画

にまとめた。

　今後は、その中で優先されるべき計画

の確定、またその計画を実施するために

必要な関係機関の支持の獲得などを行っ

ていく。ワークショップ参加者

「「「「「ラララララテテテテテンンンンンアアアアアメメメメメリリリリリカカカカカおおおおおよよよよよびびびびびカカカカカリリリリリブブブブブ海海海海海諸諸諸諸諸国国国国国にににににおおおおおけけけけけるるるるる人人人人人間間間間間ののののの安安安安安全全全全全保保保保保障障障障障ととととと地地地地地域域域域域開開開開開発発発発発」」」」」プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト　　　　　 視察視察視察視察視察
「「「「「ボボボボボゴゴゴゴゴタタタタタ・・・・・クンディナマルカの総合的地域開発のための能力育成」クンディナマルカの総合的地域開発のための能力育成」クンディナマルカの総合的地域開発のための能力育成」クンディナマルカの総合的地域開発のための能力育成」クンディナマルカの総合的地域開発のための能力育成」プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト スタディツアースタディツアースタディツアースタディツアースタディツアー

　サンティアゴ（チリ）では、計画協力省

を訪問し、プロジェクトについて話し

合った結果、同省はパートナー機関とし

て協力することに興味を示した。また、内

務省、およびすでにUNCRDの環境に関す

るプロジェクトで携わっているドイツ技

術協力公社（GTZ）も同様に、プロジェク

トに対する関心を示した。

　またコルドバ（アルゼンチン）では、遠

隔学習に関する大学での実績を調査し、

さらにプロジェクトへの協力を依頼する

ため、ブラスパスカル大学を訪れた。大学

側はプロジェクトの研修活動に対する支持

を述べただけでなく、技術面での協力の実

施についても言及した。また大学では、TV

会議を通じて、プロジェクトの概要や内容

について、アルゼンチン、チリ、パラグア

イ、ウルグアイの地方自治体等に説明し

た。さらに、地域の有力紙の講義室で開か

れた会議においても、プロジェクトについ

て、またラテンアメリカ事務所の活動につ

いて紹介した。この会議は一般公開されて

おり、約60名の参加者が、その後行われた

ディスカッションに積極的に参加した。

　RPBは、ボゴタ・クンディナマルカ地

域における社会、環境、経済開発を促進

し、この地域を生産力や競争力のある地

域にすることを目標としている。そこで

今回は、チリとアルゼンチンにおける地

域開発の経験を調査し、そこから学ぶた

め、スタディツアーを実施した。

　チリでは、政府からの支援によって地

域の生産力や競争力の向上へ導くことに

成功した第6州を訪れ、州知事から農工業

開発のために取り組んでいる政策につい

て話を伺った。さらに、国の関係機関だけ

でなく、企業や農家を訪問し、農産物の品

質改善や作業の効率性向上のために行っ

視察視察視察視察視察

スタディツアースタディツアースタディツアースタディツアースタディツアー

チリ・第6州にある果物輸出企業での品質管理作業

ブラスパルカル大学でのTV会議

Highlights 2003春｜77777

20022002200220022002年年年年年 1 11 11 11 11 1月月月月月 2 02 02 02 02 0日日日日日 - 12- 12- 12- 12- 12月月月月月 11111 日　サンティアゴ日　サンティアゴ日　サンティアゴ日　サンティアゴ日　サンティアゴ（（（（（チチチチチリリリリリ）））））ほかほかほかほかほか

ている技術面や組織面での政策について

調査した。

　またサンティアゴでは、住宅都市開発

省などの関係機関を訪問し、RPBのプロ

ジェクトについて議論した。

　コルドバでの議題は、地域で取り組ん

でいる戦略的地域開発計画、遠隔学習、環

境管理プログラム、の3点で、政府上級行

政官やブラスパスカル大学職員らと会合

を開いた。会合では、社会開発や環境問題

などについても話し合った。

　ブエノスアイレス（アルゼンチン）で

は、地域開発関係機関を訪れ、水資源の管

理やごみ問題等に関して議論した。同様

の問題をもつRPBのメンバーは、有益な

情報や知識を交換することができた。

　UNCRDラテンアメリカ事務所は、チリとアルゼンチンを対象に、視察とスタディツアーを実施した。視察では、2国における地域開

発関係機関を訪れ、「ラテンアメリカおよびカリブ海諸国における人間の安全保障と地域開発」プロジェクトの内容等に関して紹介・説

明すること、また大学等を訪問し、同プロジェクトの研修活動として計画されている遠隔学習の可能性について話し合うことが目的とさ

れた。さらに、「ボゴタ・クンディナマルカの総合的地域開発のための能力育成」プロジェクトの一環として、ボゴタ・クンディナマル

カ地域開発委員会（RPB）のメンバーが実際の経験から地域開発について学ぶことを目的に、スタディツアーを実施した。視察とスタ

ディツアーは同時に行われ、スタディツアーには、RPBのメンバー5名が参加した。
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　ナイロビ市では、現在抱えている経済、

社会、環境などの問題を解消し、都市の長

期的な発展の方向性を示す、新たな戦略

的都市計画の策定が必要となっている。

そのナイロビ市に対し、計画策定への助

言や技術指導を行っているUNCRDアフ

リカ事務所は、ナイロビ市役所、およびナ

イロビ大学と共同で、標記ワークショッ

プを開催した。ワークショップでは、都市

開発の管理・運営への参加型手法や、持続

的な開発が可能な都市計画の策定方法を

学ぶことが目的とされた。

　2001年12月に行われた第1回ワーク

ショップでは、ナイロビ市が直面してい

る数多くの都市問題を明らかにし、その

解決に向け様々な提案を行った。第2回目

の今回は、より効果的な都市計画の策定

を目指し、ナイロビ市の計画立案者や主

任技術者の能力の向上を図った。ワーク

ショップには、64名の主任技術者をはじ

め、計画策定に携わる

行政官ら、合わせて約

90名が出席し、講義

やディスカッション

などを中心に行った。

　参加者は、アフリカ

の都市計画の最新事

例から様々な情報や

知識を得ただけでな

く、戦略的都市計画の

アプローチ法や概念、

効果的な都市計画の

策定と実施、都市開発

の管理や運営法など

について学んだ。ま

た、ナイロビ市役所内

部および他の関係機
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『RDD』第23巻2号2002年秋季（英）
「地域開発における人間の安全保障のための ICT
（情報通信技術）」
サバッシュ・C・バツナガー　編

Regional Development Dialogue（論文集）

Regional Development Studies（研究ジャーナル）

『RDS』2002年第8巻（英）
『RDS』2003年第9巻（英）（近刊）

UNCRD Research Report Series（調査報告書）

No.41No.41No.41No.41No.41　「アフリカの地方レベルでの良い統治と
開発におけるNGOの役割」（英）
   ウォルター・O・オユギ　編

清水　俊博

（日本）

SHIMIZU,

Toshihiro

国連開発計画東京事務所に駐日代表補佐として勤務後、国連ボランティア都市開発専門家と

してUNCRDアフリカ事務所に2002年4月より勤務。専門は都市・地域開発。現在アフリ

カ事務所では、地域開発の計画・管理に関わる研修・調査業務に従事。ミシガン州立大学大

学院にて都市・地域開発修士号(MURP)を取得。

国連ボランティア UN Volunteer

開会式の模様

関との密接な連携体制の重要性について

も再確認し、さらに、都市計画の策定過程

において、それを主導していく「（仮称）ナ

イロビ戦略的都市計画策定事務局」の設

立に関して、関係者間でその必要性が認

識された。

『RDD』第24巻1号2003年春季（英）
「災害の緩和と持続可能な開発」（近刊）
A・S・アーリア　編

出版物のご案内出版物のご案内出版物のご案内出版物のご案内出版物のご案内 UNCRDでは、2002年 7月から 12月までの間に下記の出版物を刊行しました。

新スタッフ紹介新スタッフ紹介新スタッフ紹介新スタッフ紹介新スタッフ紹介 UNCRDの新スタッフを紹介します。


